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概　　況
　2020年のインド政治は， 3 月までは市民権改正法への反対運動で揺れた。移民
問題に敏感なインド北東部諸州の学生，地元住民，あるいはムスリムを排除する
ことに反対する学生，市民が反対運動を繰り広げ，警察や与党系団体と衝突した。
反対運動はデリーなどで先鋭化したが，新型コロナウイルス問題で中断された。
その新型コロナ問題に対してナレンドラ・モディ政権は， 3月に全国的ロックダ
ウン（都市封鎖）を実施した。しかし唐突な実施であったため出稼労働者など弱者
層は困窮した。新型コロナ問題に加えて 9 月からモディ政権は，農業改革 3法の
立法に対する農民の広範な反対運動にも対処しなければならなかった。
　経済に関しては新型コロナ問題で2020/21年度の成長率はマイナスとなること
が確実である。厳しいロックダウン政策による影響がとりわけ大きかった産業部
門は宿泊・飲食サービス，運輸・倉庫，建設などであり，生活という観点からは
都市部への出稼労働者の苦境が著しかった。 1 年を通じてみると，農業部門はプ
ラスの成長率を記録し，また新型コロナ禍の継続にもかかわらず外資の流入は堅
調で，株価指数はロックダウン以前の水準を超えて活況を呈した。実体経済も
ロックダウンの影響から着実に回復している。ただし，新型コロナ禍による支出
増などで拡大することが必至である財政赤字の影響，また新型コロナ問題に焦点
があたり背景に退いていた不良債権問題や若年層の失業問題，さらには農業部門
改革の政治問題化といった不安材料もまた年末にかけて前景化してきている。
　対外関係に関しては 6 月に未確定国境をめぐり中国との武力衝突が発生し，イ
ンドは対応に苦慮した。パキスタンとは2019年以来の対立関係が続いた。アメリ
カとは良好な関係を維持している。

2020年のインド

https://doi.org/10.24765/asiadoukou.2021.0_459
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国 内 政 治

市民権改正法をめぐる混乱
　モディ政権は2019年12月に1955年市民権法を改正する「市民権（改正）法」

（CAA）を成立させたが，市民の激しい反対運動で混乱が続いた。CAA はアフガ
ニスタン，バングラデシュ，パキスタンから流入したムスリム以外の難民に対し，
2014年12月31日以前にインドに入国し，帰化申請前に計 6年以上インドに居住し
ていたことを条件に市民権を与える法律である。政府が宗教的少数派の難民に市
民権を与える措置をした理由は，彼らが難民となったのは迫害を受けたからと想
定したためである（『アジア動向年報2020』参照）。
　CAA への抗議運動により混乱は北東部やデリーで広がった。北東部のアッサ
ム州では2019年12月以来の広範な反対運動が 1 月も続いた。アッサム州インド人
民党（BJP）州政権は州民に対して，同12月にさまざまな経済支援を約束し懐柔を
はかった。2020年 1 月 9 日にも土地無しの地元農民への土地譲渡証明の発給，学
生への財政支援，操業停止した工場の従業員に対する資金援助などを発表してい
る。経済支援によって事態を収拾しようとする州政府の意図は明白であった。
　アッサム州の場合，事態を複雑にしたのは「国民市民登録」（NRC）の実施で
ある。同州には独立前から多くの移民が流入してきたこともあり，市民権の確定
は複雑かつ大きな問題となってきた。そのため1951年に NRC が行われたが，
1971年のバングラデシュ解放戦争時にベンガル人難民が大規模に流入するなど実
態が大きく変化したにもかかわらず，NRC は更新されていなかった。市民権が
はっきりしない大量の流入民の存在はアッサム州で土地や雇用，そして選挙での
投票者名簿への登録などをめぐってさまざまな軋轢を生じせしめ，それが1980年
代前半の暴力的な「反外国人運動」の原因になった。1985年に中央，州政府と全
アッサム学生連盟との間で「アッサム合意」が結ばれ，1971年 3 月24日以前に同
州に住み始めたかどうかをひとつの基準として市民権を定義し（法的には1955年
市民権法にアッサム州に例外的に適用される条項が付け加えられた），不法滞在
している移民の扱いが定められた。NRC の更新作業は2013年以降行われ，2019
年 8 月末に最終版が発表されたが，約191万人が登録から漏れることとなった

（『アジア動向年報2020』参照）。
　この登録を拒否された191万に対しては登録拒否通知がなされ，通知を受けた
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者は120日以内に外国人審判所に申し立てできることとなった。決定に不満な者
はさらに高裁，そして最高裁に提訴が可能だが，最終的に登録が認められなかっ
た場合は拘留所に移される。しかし，このような手続きは新型コロナウイルスや
洪水といった問題が相次いで発生したため，最終版発表から 1年たった2020年 8
月時点でも，多くの場合，登録拒否通知の段階で停止している。
　以上の NRC による市民権の確定あるいは拒否は宗教を基準としないが，問題
は CAA により非ムスリムの移民が市民権を得る抜け道が生じうるという点であ
る。CAA は，宗教や民族・部族が交錯する北東部諸州では，特別な入域許可制の
対象となっている諸州およびメガラヤ，ミゾラム，トリプラ，そしてアッサムの
部族民地域を適用外としたが，アッサムの非部族民地域は適用対象とした。その
ためアッサムの非部族民地域では NRC で市民権が拒否されても，非ムスリムの
場合，CAA によって市民権が取得できる可能性が生じる。そのような抜け道は他
の北東部諸州の不法移民も利用しうるものとなる。また一般的に CAA にせよアッ
サムの NRC にせよ，多くの人々，とりわけ社会的弱者層や女性は公的な書類を
整えて出自を証明することが難しい場合があり，混乱が生じうる。アッサム州も
含めて北東部諸州で CAA への反対運動が広がったのはこのような背景がある。
　一方，デリーなど大都市で反 CAA 運動が広がったのは，ムスリムをあからさ
まに排除しようとするモディ政権への反発が学生，市民，ムスリム住民などの間
で広まったからである。デリーでの反対運動は2020年 1 月に入っても衰えをみせ
ず，ジャミア・ミリア・イスラミーヤ大学やネルー大学など諸大学の学生や教員，
市民グループなどが反 CAA 運動を繰り広げた。CAA と関係は不明だが， 1月 5
日にはネルー大学の学生や教員が，右翼系とみられるマスクをした数十人の暴徒
に襲撃される事件も起こり，学生，市民の不安をあおった。
　2020年 2 月23日から激化したデリーでの反対運動は翌24日から反対派と警察や
賛成派の暴力的対立となり，26日までには宗派間暴動の様相を呈するに至った。
24日にトランプ米大統領が来訪しアーメダバード，アグラ訪問後，25日にはデ
リーでモディ首相との会談が行われたが，そのさなかにも北東部などで暴動が続
いた。死者は42人に上ったとされる。デリー南東部のジャミア・ミリア・イスラ
ミーヤ大学に近いシャヒーン・バグではムスリム女性の座り込みなどの抗議活動
が，新型コロナの感染防止対策で解散させられる 3 月中旬まで続いた。
　反 CAA の動きは全国に広がり 3 月までに非 BJP 州政権のケーララ，西ベンガ
ル，パンジャーブ，ラージャスターン，マディヤ・プラデーシュ（MP），テーラ
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ンガーナー州で反対決議が行われた。運動は新型コロナ感染症拡大の影響で停止
したが，アッサム州では北東部州の学生組織により「北東学生組織」が結成され
た。北東学生組織は，連邦上院を通過し CAA の成立が決定的となった前年12月
11日を「ブラック・デー」として反 CAA 運動継続をアピールした。

新型コロナウイルスに苦慮するモディ政権
　新型コロナはインドに大きなダメージを与えた。インド政府は 1月に入り対応
を急ぎ，28日には中国の湖北省から国民を避難させるためのプロセスを開始した。
また，感染拡大防止のためすべての国を対象に発給済みのビザを 3月13日から無
効にした。これ以降，各地で感染例が報告され，対策として列車の運休，各州政
府による集会禁止，ロックダウンなどより強い措置が漸次取られていく。 3月24
日時点では新型コロナ感染者数は562人，うち死亡は13人と犠牲者は比較的少な
かったが，危機感を抱いたモディ政権は25日から 4 月14日までの全国を対象とす
るロックダウンを発令し，鉄道なども全面運休に入った。翌26日に政府は 1兆
7000億ルピーの新型コロナ対策を発表した（「経済」を参照）。ロックダウンは何
回か延長され最終的に 5 月末まで続いた。
　しかし全国的なロックダウン実施は準備も十分でなく唐突であった。そのため
都市部の出稼労働者など経済的弱者層に大きなダメージを与えた。モディ首相は
3月29日には突然のロックダウンで不便をかけたことに対して国民に謝罪した。
雇用を失った出稼労働者は，ウッタル・プラデーシュ（UP），ビハール，MP，オ
ディシャなど各州の出身村に帰村しようとしたが，州間移動が禁止され困窮に
陥った。内務省はようやく 4 月29日に行き場を失った出稼労働者などに州間で移
動する許可およびそのためのガイドラインを出した。列車とバスを含む公共交通
機関での移動は引き続き停止されたため，中央政府は州政府が人々を帰還させる
措置をとるよう求めた。そのため各州政府はバスを用意するなど対応に奔走した。
しかし，政府の報告によると 6 月 4 日時点でも260万人の出稼労働者が立ち往生
していた。出身の村に帰還した出稼労働者に対しては，雇用と所得を与えるため

「マハトマ・ガンディー全国農村雇用保証事業」などが 5月以降大規模に活用さ
れた。政府統計によると同事業による雇用供給は， 6月， 7月にそれぞれ 6億
4000万・人日， 3億9000万・人日となり，前年同月の約 2倍に達した。
　全国的ロックダウンの経済的ダメージは大きく，政府は経済を回復させるため
6月以降，ロックダウンを段階的に解除していく。しかしその後，感染は急速に
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拡大し，ピークの 9月16日には 1 日の感染者が約 9 万8000人に上った。国会は予
算会期が終わった 3月23日から新型コロナのため長期にわたり休会となり，例年
は 7月に開かれるモンスーン会期が 9 月14日からとなった。この間，労働や環境
関連法の立法が政府の政令によって行われた。政令は国会再開後，立法化しなけ
れば失効するものの，政令の多用に対しては，政府は多くの法を非民主主義的な
方法で通していると批判も上がった。
　新型コロナウイルスの累積感染者数は2021年 1 月中旬時点で約1050万人，累積
死亡者数は約15万人となったが，新規感染者数は2020年 9 月のピーク以降，減少
している。2021年 1 月中旬に行われた血清有病率調査では，相当数の人々がすで
に抗体をもっていることが明らかになった。デリーでは人口の 5～ 6割が抗体を
もつと推定され局地的に集団免疫が獲得されたのではないか，との楽観論もでた。
デリーの新規感染者数は2021年 1 月には 1 日200人台にまで減少し， 1日当たり
死者数も大幅に低下した。新型コロナウイルスワクチンの接種も同 1月16日から
開始された。ただし，変異株の出現もありインド全体としてみると依然として予
断を許さない状況である。

農業改革関連法をめぐる混乱
　モディ政権は農民の所得を2022年までに倍増するという目標を掲げ改革を進め
ている。改革の特徴は最低支持価格（MSP）制度，各種補助金など従来の制度を維
持しつつ，構造改革・自由化を目指すことである。具体的には農産物取引の自由
化，契約農業や農地リースの推進などである。このような改革の流れは BJP 率
いる前国民民主連合（NDA）政権（1999～2004年）に遡る。
　2003年に当時の NDA 中央政府は，各州が改革のために参照すべきモデル法と
して「州農産物取引（開発・規則）法」を示した。従来，農産物取引は1960～1970
年代に各州で作られた「農産物取引委員会」（APMC）法で州政府により強く規制
されていた。APMC 法は業者による農民の搾取を防止するため，州政府の規制
の下で許可を受けた仲介業者としか市場での農産物売買を許さない制度である。
しかし，それは農産物取引の自由化を妨げ，かえって農民がよりよい価格で農産
物を販売する妨げになっていると批判されてきた。2003年のモデル法は，農民を
保護しつつ農産物取引の自由化を進めるものであった。
　また2018年，第 1次モディ政権はモデル法として「州農産物・家畜の契約農業

（促進・助成）法」を作成し，各州にこれに沿った立法を求めた。同モデル法は市
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場における価格変動のリスクを緩和しつつ農民を輸出業者や農産物加工業者など
大量購入者と結びつけ，農民によりよい生産価格を実現するものとされた。
　以上のような中央政府のイニシアティブにそって2020年 5 月15日には BJP 州
政権の MP，UP，およびグジャラート，そして21日には非 BJP 州政権のオディ
シャが APMC の独占的販売体制を迂回し一定の規制の下で取引の自由化を許す
政令を出した。このような改革の機運を受けて連邦財務大臣 N・シターラマンは
5月15日に農民の権利を守りつつ農産物の自由取引を許し，契約農業を促進する
中央立法を行う計画を発表した。それが 6 月 4 日に政令として出された「農産物
商取引（促進・助成）令，2020年」「価格保証および農業事業に関する農民の合意

（権利と保護）令，2020年」「1955年基本物資（改正）令」であった。
　政令は時限的であり，モディ政権は国会が再開された後に立法化を行う必要が
あったため， 9月14日に法案を連邦下院に提出した。法案は20日に連邦上院を通
過したが，その際，副議長が強引に発声による採決という方法をとり賛否の数が
不明のまま採択を行った。それに対して野党は強く反発し議場は混乱に陥った。
これらの法案は27日に大統領の裁可を得て公布された。
　農業改革 3法に対して農民，とくに従来の独占的ではあるが安定した制度下で
余剰穀物を供出し利益を得ていた農民は強く反発した。農民が恐れたのは，一定
価格での政府買い取りにより利益を保証した MSP 制度がなし崩し的に崩壊する
こと，そして，契約農業への大企業の参入により自分たちのバーゲニングパワー
が低下し，農産物価格の設定などさまざまな面で不利益を被ることである。
　 3法案に対しては野党および NDA 内の一部はすぐさま反対を表明した。法案
が連邦下院に提出された後の 9 月17日，NDA 構成党でパンジャーブ州の農民の
利害を代表するアカリー・ダルの連邦食品加工大臣ハルシムラト・K・バダルは，
法律が反農民的であるとして抗議し辞職した。同党は26日に NDA から離脱した。
　農民の抗議運動も広がった。 9 月24日以降パンジャーブやハリヤーナーでは列
車停車運動やゼネストが行われた。農民運動と歩調を合わせて会議派州政権でも
対抗措置が講じられた。10月20日，パンジャーブ州会議派政権は州議会で農業改
革 3法に対抗する立法を行い，同時に中央政府に MSP 制度を守り，政府の農産
物調達制度を継続する政令を出すように要求した。11月 2 日にはラージャスター
ン州会議派政権も同様の立法を行った。
　11月に入ると農民運動はさらに拡大した。26日にはパンジャーブ，ハリヤー
ナーの農民は抗議行動として「デリーに行け」運動を開始し，多数の農民が行進
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を開始した。同日には BJP と関係の深い労働センターを除く主要な労働組合セ
ンターが困窮する労働者の要求を掲げ，農民運動にも呼応して全国的ゼネストを
組織した。デリー警察は当初は農民の流入を警戒したが，結局，農民を受け入れ，
多数がデリー近郊に集結した。農民代表と中央政府の度重なる交渉は妥協に達し
ていない。中央政府は法の部分的改正を提案したが農民は12月 9 日に拒否した。
30日には，煙害を引き起こすと批判されている藁の野焼きを犯罪としないこと，
電力補助金の支給に関して農民に不利になる可能性がある審議中の電気法改正案
を，農民に不利にならないようにすることなどで合意に達したが，あくまで部分
的妥協である。モディ政権はたびたび MSP 制度は撤廃せず，農業自由化では農
民の利益保護が法に盛り込まれていると説明し理解を求めた。しかし，農民は 3
法の廃止を求め交渉は膠着している。

デリー首都圏議会選挙における庶民党の勝利
　デリー首都圏議会選挙は投票が 2 月 8 日，開票が11日に行われた。結果は前回
選挙と同様に庶民党の圧勝となった（表 1 ）。定数70議席のうち，庶民党は2015年
選挙の67議席から今回は62議席となった。得票率は53.6％と前回の54.3％からほ
とんど変化はなかった。BJP の得票率は前回の32.2％から38.5％と増加したが 8
議席の獲得にとどまった。会議派は0議席であった。A・ケジュリワル率いる庶
民党政権が大勝を収めた理由のひとつは2015年以来のガバナンス重視の姿勢であ
る。庶民党政権は各世帯へ月 2 万リットルまでの飲料水の無料供給を実現すると
ともに，医療クリニック・ネットワークを拡充し，スラムの改善にも取り組んだ。
また教育分野でも公立の学校の質の改善，私立学校の授業料の制限など庶民の評
価に直結する事業に力をいれてきた。デリーでは CAA への反対・賛成をめぐり
社会不安が高まったが，選挙戦には結果的に大きな影響は与えなかったといえる。
BJP はモディ政権の成果を前面にだし選挙を戦ったが，大きな成果は得られな
かった。 2月16日に現職のケジュリワルは州首相に就任した。

表 1 　デリー首都圏議会選挙開票結果（ 2 月11日） 定数70議席，投票率62.6％
政党 庶民党 BJP 会議派

獲得議席（得票率） 62 （53.6％） 8 （38.5％） 0 （4.3％）
（注）　カッコ内数値は得票率（％）。
（出所）　インド選挙委員会データ（https://eci.gov.in/）。
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マディヤ・プラデーシュ州における会議派州政権の崩壊
　MP 州では会議派政権が派閥抗争から 3 月20日に崩壊し，BJP 政権が成立した。
MP 州では2018年12月の総選挙で会議派が勝利し，カマル・ナートが州首相に就
任した。しかし州議会（定数230議席）では会議派が114議席，BJP が109議席と僅
差であり，BJP による政権の切り崩しが懸念されていた。 3月 2日に同州の会議
派国会議員 D・シンは，BJP が会議派の州議会議員を買収しようとしていると非
難した。会議派の懸念は現実のものとなり，非主流派の J・シンディアが 3月 9
日に造反を明らかにした。ソニア・ガンディー総裁など会議派中央はシンディア
と妥協を図ろうとしたが，結局不調に終わった。翌10日にシンディアはモディ首
相と面会後に会議派を離脱し，同時にシンディア派の州議会議員19人を含む22人
の会議派議員が辞職した。シンディアは翌11日に BJP 総裁 J・P・ナッダなどの
立ち会いの下 BJP に入党した。
　カマル・ナート政権は議会の信任を維持するため多数派工作を試みたが失敗に
おわった。BJP が州議会第 1 党となることが確実となり，カマル・ナートは 3月
20日に L・タンドン知事に辞表を提出した。23日には BJP の S・S・チョーハン
が州首相に就任し， 4 月21日に大臣 5 人を任命した。BJP 州政府は新型コロナへ
の対応が最優先事項であると表明し， 5 月にはロックダウンによる出稼労働者の
大規模な移動・帰還に対処した。
　シンディア派の BJP への参加は 7 月までに完了した。シンディアは 6月19日
に BJP から連邦上院議員に選出され，また 7 月 2 日には州内閣改造でシンディ
ア派の 9人を含む28人の大臣が新たに任命された。11月10日に開票された州議会
28議席の補欠選挙では，BJP が16議席，会議派が 5議席を獲得し，BJP は州議会
での安定多数を得た。

派閥抗争によるラージャスターン州会議派州政権の混乱
　ラージャスターン州でも州会議派の派閥抗争や BJP の揺さぶりで 7～ 8月に
州会議派政権が不安定化した。 7 月11日に州首相アショク・ゲーロートは，コロ
ナ禍のさなかに会議派政権を不安定化させようとしているとして BJP を非難し
た。ことの発端は会議派のゲーロート州首相と副首相のサチン・パイロットの間
の派閥抗争の激化である。これは，2018年12月の州議会選挙で会議派が勝利した
際に両者が州首相の座をめぐり対立し，党中央がゲーロートを選んだことに起因
する。 7月12日にパイロットは主流派からの離反を発表したが，翌13日には会議
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派州議員主流派がゲーロート州首相のリーダーシップに対する信頼を表明し，州
首相は14日にパイロットを副州首相から罷免した。15日にゲーロート州首相は，
パイロットは BJP と協力して会議派州政権を揺さぶったとして非難したが，こ
れに対してパイロットは BJP に移る意図はないと釈明した。しかし，パイロッ
ト派と目された会議派州議会議員が中央政権の BJP 閣僚と相談する録音が暴露
されたことで，一連の派閥抗争に BJP の関与があったことは明らかであった。
　事態は 8月に入り収束した。 8 月 1 日にゲーロート州首相は，会議派中央が承
認すればパイロット派を受け入れると態度を軟化した。状況が好転したのは中央
の会議派指導部の迅速な介入があったからである。会議派中央は MP 州での失敗
に鑑み，迅速に説得を行った。それを受けて，13日にパイロット派の州議会議員
は会議派に復帰した。翌14日には再開された州議会で政府に対する信任投票が行
われ，パイロット派議員の協力の下信任を得た。

ビハール州議会選挙における NDA の勝利
　2015年のビハール州議会選挙ではジャナター・ダル（統一派）［JD（U）］，民族
ジャナター・ダル（RJD），会議派，ナショナリスト会議派党からなる連合が勝利
し，JD（U）のニティシュ・クマールが州首相に就いた。しかし，JD（U）は RJD と
の対立から2017年 7 月に連合から脱退し，それまで対立していた BJP の支持を
得て政権を維持した。クマール州首相は，NRC をビハールでは実施しないとい
う態度を明確にし，CAA についても合憲性に留保をつけたように，BJP と利害
関係が一致するわけではない。しかし，当時政権内で RJD との決裂が決定的と
なったとき，政権を維持するために BJP との連携に踏みきったのである。
　2020年州議会選挙はコロナ禍もあり，与党連合に不利とみられていた。ビハー
ル州は貧困州でデリーやムンバイなど大都市部への出稼ぎが多く，コロナ禍で大
きな影響を受けた。ロックダウンに伴い行き場を失った出稼労働者の多くはビ
ハール州に送り返された。これに対してクマール州首相は 3月28日，何千もの出
稼労働者をビハールへバスで送り返す他州をロックダウンが台無しになると非難
する一方，他州で足止めされている出稼労働者に対する食糧や飲料水などの支給
支援を表明した。このような状況では選挙は難しいと 7月10日に RJD は延期を
求めたが，結局，投票は10月28日から 3 回に分けて行われることになった。
　選挙戦は JD（U）と BJP などの NDA 連合に対して，RJD，会議派， 3つの共産
党からなる大連合が対立する構図となった。NDA に加わっていた人民の力党   
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（LJP）は JD（U）との対立から離脱し，単独で選挙を戦った。11月10日の開票の結
果，NDA が僅差の勝利を収めた。表 2 のように得票率合計は NDA が37.3％で
あったのに対して大連合は37.2％であったが，小選挙区制度の効果により議席数
ではそれぞれ125，110議席となった。2015年前回選挙と比較すると得票率では
BJP が5.0ポイント，JD（U）は1.4ポイント減少したのに対して，RJD は4.8ポイン
ト，会議派は2.8ポイント増加であった。BJP が最大与党となったが，州首相に
は選挙キャンペーンであらかじめ示されたように現職のニティシュ・クマールが
就任することとなり，就任式が16日に行われた。 （近藤）

経 済

ロックダウンとその経済対策
　前年度（2019/20）の成長率は4.0％であり，不良債権問題に伴う貸し渋り等を一
因とする投資需要の低迷や個人消費の伸び悩みにより，インド経済はすでに明ら
かに減速傾向にあった。この状況のなかで，2020年 3 月の新型コロナウイルスに
よるロックダウンという経済に著しい影響のある措置が実施された。政府は， 3
月中旬にかけて感染者が100人を超えて増えだすと， 3月25日から21日間のロッ
クダウンに踏み切った。その内容は非常に厳しいもので，食料品店や物流，金融
などの生活必需部門を除き，店舗や学校のみならず官公庁や民間企業（工場を含
む）も閉鎖され，鉄道，飛行機なども停止された。その後， 5月には外出規制も

表 2 　ビハール州議会選挙開票結果（11月10日） 定数243議席，投票率56.9％

NDA
（37.3）

政党 BJP JD（U） 人間発展党 HAM
獲得議席 74 （19.5） 43 （15.4） 4 （1.5） 4 （0.9）

大連合
（37.2）

政党 RJD 会議派 CPI（ML） CPI CPI（M）
獲得議席 75 （23.1） 19 （9.5） 12 （3.2） 2 （0.8） 2 （0.7）

その他
政党 AIMIM BSP LJP 無所属

獲得議席 5 （1.2） 1 （1.5） 1 （5.7） 1
（注）　政党／連合のカッコ内数値は得票率（％）。
　政党名略は以下のとおり。JD（U）：ジャナター・ダル（統一派），HAM：ヒンドゥスターニー
人民戦線（世俗主義），RJD：民族ジャナター・ダル，CPI（ML）：インド共産党（マルクス・レー
ニン派），CPI：インド共産党，CPI（M）：インド共産党（マルクス主義），AIMIM：全インド統
一ムスリム評議会，BSP：大衆社会党，LJP：人民の力党。
（出所）　インド選挙委員会データ（https://eci.gov.in/）。



470

新型コロナウイルス禍に苦慮するモディ政権

徐々に緩和され，工場も再開されはじめた。しかし，ロックダウンは繰り返し延
長され，感染ゾーンを区分けしつつ本格的な封鎖解除が開始されたのは 6月に
入ってからである。ただし，その後も 9 月中旬まで感染者数が増え続けるなかで，
経済活動の再開を模索せねばならない状況となった。
　実際，新型コロナ問題による経済への影響はインドでも甚大なものであった。
ロックダウンの影響で 4 月には 1 億4000万人あまりが職を失ったと推計されてお
り，とくに都市部の日雇いによる生計維持者は困難に陥った。周知のように，イ
ンドでは非組織部門の就業者が就業者人口のおよそ 9割を占める。とりわけ影響
が大きかった階層は，都市へ出稼ぎに出ている労働者とその家族である。鉄道や
バスも運行停止となり，州間の移動や都市・農村間の移動も禁止されるなかで，
生活の糧を失い数千キロを徒歩で移動せざるをえない人々が続出した。その数は
数百万から数千万と推計されている。政府も 5 月にはこのような移動を認めざる
を得ない状況となる。失業率も 4 月にはおよそ26％にまで増えたという推計もあ
る。 4月の輸入は対前年同月比で約47％，輸出は約37％減少した。 9月初頭に発
表された2020/21年度第 1 四半期（ 4 ～ 6 月）の実質国内総生産（GDP）成長率推計
値はマイナス23.9％と衝撃的な数値であった。その後，ロックダウンの解除が本
格的に開始された 6月には，失業率も10％台， 7 月には 7％台にまで戻り，また，
11月末に発表された第 2 四半期（ 7 ～ 9 月）の GDP 成長率推計値はマイナス7.5％
であった。
　ロックダウンに伴う経済活動の停止・停滞に対して，政府はもちろん経済支援
対策を実施した。中央政府レベルと各州政府レベルの対策があるが，中央政府レ
ベルの対策としては，以下の 4 度の対策が2020年中に発表されている。
　まずロックダウン翌日の 3 月26日に表明された対策は，およそ 1兆7000億ル
ピー，対 GDP 比で 1 ％ほどの規模であった。これは，貧困層約 8億人を対象と
するコメ・小麦などの 1 人当たり 5 キログラムの 3 カ月間無償支給，約8000万の
貧困世帯に対するガスシリンダーの 3 カ月間無料提供，そして貧困層女性約 2億
人を対象とする月500ルピーの 3 カ月間給付などの困窮者対策を柱とし，そのほ
か医療従事者や中小企業向けの支援も含む内容である。なお，翌日の27日に，イ
ンド準備銀行（RBI）は政策金利を緊急で5.15％から4.40％に引き下げるとともに，
3兆7400億ルピー規模の金融システム支援を打ち出し，その後， 4月中にも RBI
は金融システム安定化のための施策を発表している。
　次に，政府は， 5月12日に「自立したインド」というキャッチフレーズととも
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に，約20兆ルピーの対策を打ち出した。対 GDP 比で約10％の規模である。ただし，
この金額には先に表明された 1兆7000億ルピーや，それまでに実施された RBI の
金融システム支援措置（累計約 8兆ルピー）が含まれている。その具体的な内容と
して，中小企業に対する緊急の担保不要ローンや出稼労働者に対する配給支援，
露天商等に対するローン提供，農業や漁業についてのインフラ整備支援などが順
次発表された。さらに，防衛産業や鉱業，電力，民間航空などの分野における民
営化や海外直接投資政策の変更を含む構造改革を盛り込んだ内容となっている。
　その後，10月12日に，政府は「自立したインド 2.0」として，7300億ルピー規
模の対策を発表した。その内容は，インドで最も重要な祝祭であるディワリを前
にした国家公務員に対する休暇旅行手当の還付や無利子の前貸し，また道路や防
衛などに対する公共投資など，需要喚起策が中心である。
　 4度目の経済対策として11月12日に発表された「自立したインド 3.0」は約 2
兆6500億ルピーの規模である。その内容は，雇用対策として新規に雇用された従
業員分の社会保障費の政府負担，中小企業支援の緊急融資スキームの2021年 3 月
末までの延長，農家を対象とする肥料補助金の支給などとなっている。そのほか，
自動車・自動車部品，次世代化学電池，医薬品など10の主要分野に対する 5年間
の生産連動型インセンティブ，都市部での安価な住宅供給補助のための予算の追
加，開発途上国への輸出促進支援，国内の防衛機器や産業インフラ，グリーンエ
ネルギーに対する支出を含む。

マクロ経済の概況
　以上のような経済支援策が，新型コロナウイルスによる世界的な経済活動の停
滞やロックダウンに伴うインド経済への負の影響をどの程度緩和したのか評価す
ることは難しい。まず，表明された金額が実際にどう用いられたかの全体像がま
だ明らかではない。たとえば， 5 月に発表された20兆ルピーのパッケージのうち，
3兆ルピーが緊急融資に割り当てられたが，そのうち実際に支出された額は12月
の時点では 1兆2000億ルピーであると報告されている。さらに，経済支援対策の
うち，実質的な財政支出増加の部分と政策金利低下などの政策や制度変更の部分，
また，短期的な緊急支援策と中長期的な産業政策的な性格を帯びる施策が混然と
している。とくに，銀行部門は不良債権問題を解決できないままに新型コロナ問
題に直面するなど，政策の実効性について，当然ながらほかの要因も複合的に影
響している。そこで，ここではマクロ経済の指標を観察することで，インド経済
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全体としての動向を確認しておく。
　2020/21年度の経済成長率はマイナス8.0％と予測されており，マイナス成長は，
旱魃が起こった1979/80年度以来，約40年ぶりである。当時と異なり，農業部門
がプラスの成長率を記録するなかでの今回のマイナス成長は，インドの産業構造
が，とりわけ1980年代に自由化がはじまって以降，大きく変化してきたことの証
左でもある。
　産業部門別では，卸売・小売業，宿泊・飲食サービス業，運輸・倉庫業，通信
業部門がもっとも大きなダメージを受け，2019/20年度に6.4％だったこの部門の
成長率は2020/21年度にマイナス18.0％と予測されている。また建設業の成長率
が1.0％からマイナス10.3％，鉱業がマイナス2.5％からマイナス9.2％，製造業が
マイナス2.4％からマイナス8.4％へとそれぞれ落ち込む見込みである。プラスの
成長率を記録すると予測されている部門は農林水産業の3.0％（前年度4.3％），電
力・ガス・水道部門の1.8％（前年度3.1％）だけである。
　支出別の統計を確認すると，GDP のおおよそ 6 割を占める民間最終消費支出
の成長率は，2019/20年度の9.7％から2020年度はマイナス6.0％に落ち込むと予測
されている。総固定資本形成は2019/20年度の6.1％に対し，2020/21年度はマイナ
ス10.6％となる見込みであり，その結果，GDP に占めるシェアも28.8％から
26.7％に後退することになる。投資需要の減退がとりわけ著しかったことが確認
できる。輸出入も著しく減速し，とくに輸入についてはマイナス15.5％の成長率
と予測されている。他方で，財政出動を余儀なくされ，政府最終支出成長率の予
測値は8.0％であり，GDP に占めるシェアも前年度11.2％から2020/21年度は
12.6％へと増加する見込みである。
　物価については，消費者物価指数の上昇率はインフレーション・ターゲット

（ 4％± 2％）の上限を超えて高く推移した（図 1 ）。ロックダウンに伴う需要減と，
サプライチェーンの分断という物価に対して相反する方向へ働く力の現れ方が分
野ごとに異なっており，食料においては供給網がロックダウンにより寸断されイ
ンフレ方向に働いた。他方で，卸売物価指数はロックダウン後にマイナス圏に落
ち込んでいる（図 1）。そのおもな理由は燃料・電力価格の下落である。世界的な
経済活動の縮小のなかで原油価格が下がったことがその背景にある。こうした状
況のなかで RBI は，インフレ抑制と経済活動の刺激という難しいかじ取りを迫
られて，政策金利をロックダウン対策として， 3 月に5.15％から4.4％， 5月にさ
らに4.0％に引き下げた。食料品卸売物価指数は， 9月には10％近くまで上昇し
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たものの，年末にかけてマイナスとなり，これを反映して消費者物価指数も12月
には下降している。他方で，製造製品卸売物価指数の上昇率はロックダウン解除
後に徐々に高まっている。
　国際収支については，2020/21年度上半期は，例年と異なり，経常収支が黒字
となっている。コロナ問題の影響で輸入が落ち込み，貿易収支赤字が減少したこ
とが背景にある。金融収支については，影響は一時的であり，直接投資，証券投
資ともにその流入は堅調である。株式市場はコロナ問題勃発まで活況を呈してお
り，株価指数 SENSEX は 4 万を超えていたが， 3 月には 2万6000近くまで暴落
したものの，その後，早期に回復し，11月には新型コロナ禍以前の水準を超えて，
史上最高値を更新している（図 2 ）。RBI の金融緩和措置，新型コロナ問題対策に
よる世界的な流動性増加などを受けて，有望な投資先としてインドに資金が流入
していることがうかがえる。為替レートについても，新型コロナ問題の影響が著

（注）　前年同月比。消費者物価指数（CPI）は2020年12月は暫定値，卸売物価指数（WPI）は2020年
11，12月は暫定値。

（出所）　CPI は Ministry of Statistics and Programme Implementation（http://www.mospi.nic.in/）， WPI
は，Office of Economic Adviser， Ministry of Commerce and Industry（https://eaindustry.nic.in/default.
asp）のウェブサイト・データより作成。

図 1 　物価上昇率の推移（2018～2020年）
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しい。問題が深刻化する前までは， 1 ドル＝71ルピー前後で推移していたが，
ロックダウンとともに資金が流出する局面では急速にルピー安となり， 3月24日
には史上初めて 1ドル＝76ルピーを超え， 7 月頃まで 1ドル＝75～76ルピーで推
移した。 9月以降は資金の流入とともにルピーも対ドルで上昇傾向に転じ，73～
75ルピーで推移している（図 2 ）。
　政府財政については，モディ政権は，財政責任・予算管理法に定められた財政
赤字のキャップである対 GDP 比 3 ％に近づける努力をして2017/18年度，2018/19
年度と財政赤字を 3％台に抑え，政権当初からのスローガンのひとつである「最
大限のガバナンスと最小限の政府」の成果を主張してきた。しかし，2019/20年
度の財政赤字は4.6％となり，新型コロナ禍に襲われた2020/21年度は9.4％に達す
る見込みである。額面ほどの支出はないと考えられているものの，新型コロナ対
策により政府歳出が拡大したことは確かであり，経済活動の停滞や減税措置など
により経常歳入の大幅な減少が予測されているためである。このような財政収支
の悪化によりインド経済に対する信用が揺らぎ，海外からの資金流入に悪影響が
懸念されているが，上述したように，今のところインドへの投資は堅調である。

（出所）　為替レートは Reserve Bank of India（https://www.rbi.org.in/Home.aspx），SENSEX は Bombay 
Stock Exchange（https://www.bseindia.com/）のウェブサイト・データより作成。

図 2 　為替レートおよび SENSEX（株式指数）の推移（2017～2020年）
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プロ・ビジネスな改革の持続
　ロックダウン対策の一環として政府が 5 月に発表した「自立したインド」は，
経済，インフラストラクチャー，技術指向のシステム，人口，需要の 5つの柱か
らなるとされる。その意図は，新型コロナ問題を超えて，あるいは契機として，
グローバル・サプライチェーンへより強固に割って入り，「メイク・イン・イン
ディア」を推し進めることと考えられる。実際，「自立したインド」として発表
された経済政策の内容をみると，上述したように，主要産業への生産インセン
ティブや開発途上国への輸出促進など，ロックダウンに伴う負の影響の救済とい
うよりも，産業構造変化を目指す性格の項目が含まれている。
　周知のように，モディ政権が展開する経済政策の柱のひとつは「メイク・イ
ン・インディア」であり，製造業の GDP に占めるシェアを高め，製造業におい
て雇用を生み出すことを目指している。その背景には，2000年代にインド経済は
高い成長率を記録したものの，サービス産業主導であり，また組織部門での雇用
が増えていないという意味で「雇用なき成長」とも評されていることがある。実
際，毎年1000万人単位で労働市場に参入する若年層のための雇用創出は喫緊の課
題であり，持続可能な経済発展という観点からは，製造業の成長こそがその有力
な解決方法であるという政府の考えが根底にある。政権は，2022年までに製造業
の GDP シェアを25％に引き上げるという目標を掲げているが，新型コロナ禍で
そのシェアは今年度も停滞し，16％に届いていない。
　「メイク・イン・インディア」あるいは「自立したインド」を進める手段のひ
とつは，海外直接投資の積極的な誘致である。2020年の間にも，農業，防衛産業
などで外資に対する規制緩和があり，電力・エネルギーや航空分野でも民営化や
事業活動に関連して外資に対する規制緩和が行われた。また，インドを魅力的な
投資先とするため，ビジネス・フレンドリーな環境を整備する努力も引き続き行
われている。モディ政権下では，IT 化も著しく，商業紛争処理，破産・倒産処理，
税務などにおいてプロ・ビジネスな改革は着実に進んできたが，今年度において
特筆すべき改革として，労働に関する 3 つの法典の制定がある。
　インドの労働関係の規制は複雑かつ煩雑であることが問題視されてきた。しか
し，その改革は，労働組合や労働者の反対などの理由により，容易ではなかった。
この点，モディ政権は，2019年に賃金法典を成立させ，2020年 9 月に労使関係法
典，社会保障法典，職業安全衛生および労働条件法典の 3つの法典を成立させた。
29の法律を 4つの法典に統一して簡素化するとともに，内容的にも概して労働者
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側の権利よりも経営側の利害にウェイトをおいた改正で，施行されれば労務関連
のコストや手続きが軽減される見込みである。たとえば，事業所閉鎖時に政府に
よる許可が必要な規模が100人から300人に緩和されている。ただし，詳細につい
ては法典が政府の規則制定に委ねている事項も多いため，それらの詰めの作業を
進めて2021年 4 月の施行を政府は目指している。もちろん，こうした改革が，労
働者の権利や福利厚生にとって，また雇用創出や経済社会発展にとって長期的に
どのような影響があるかは別に検討する必要があるが，少なくともプロ・ビジネ
スな改革として産業界に評価されていることは確かである。
　新型コロナ問題は，このような海外直接投資の誘致と民間部門の活性化による
経済運営を進めるという1980年代からの大きな流れに変化はもたらさなかったよ
うに思われる。とくに直接投資先としてのインドをモディ政権は精力的にアピー
ルし続けている。新型コロナ問題にもかかわらず， 7月には，Google がインド
に対し今後 5～ 7年で約100億ドルの投資を行うと発表するなど，直接投資の流
入は好調である。
　ただし，国内の反対により実現できなかったものとして，土地収用法の改革が
あるが，2020年 9 月に成立した農業関連の 3 つの法律も大きな火種となっている。
これらの法律は農産物流通プロセスの自由化や農地リースの規制緩和を目指すも
のである。1970年代から電力や肥料，さらには買上げ制度などの補助金政治によ
り動きがとれなくなっている農業部門の改革は，歴代政権が手を付けかねていた
領域である。そこにモディ政権は切り込んだものの，従来からのシステムに権益
をもつ商人や農民，さらには州によっては州政府が反対運動を展開している（「国
内政治」参照）。

保護主義的な動きの併存
　このように，海外直接投資を積極的に呼び込む政策が展開され，プロ・ビジネ
スな改革が実施されてきているのと同時に，保護主義的な動きもみられる。2019
年には，地域的な包括的経済連携（RCEP）協定からの撤退をモディ政権は決めた
が，2020年に入って， 1 月には，モディ政権の対ムスリム政策に批判的なマレー
シアからの精製パーム油輸入を念頭に関税を引き上げ， 2月の2020/21年度予算
案では，食料品，家具，靴，携帯電話部品，玩具など100以上の品目の関税引き
上げを表明した。 4月には，陸の国境を接する国からの外国直接投資を許可制に
変更した。これは中国勢によるインド企業の買収を警戒するものと捉えられてい
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る。また， 7月には耕運機とその部品を規制輸入品目とし，10月にはエアコン輸
入の関税を引き上げている。さらに， 9 月には，ASEAN を経由して輸入される
中国製品を念頭に，原産地規制を強化するルールが施行された。なお，締結が近
いと報道されていたモーリシャスとの FTA も2020年中には実現には至らず，中
国とモーリシャスの FTA が先行して2021年 1 月に発効することになった。
　また，新型コロナ問題による輸出入の停滞に加え， 6月には死者を出すまでの
衝突に発展した中国との国境紛争による緊張の高まりは，最大の貿易相手国であ
る中国との関係で，保護主義的傾向を強める結果となった。武力衝突で，政府は
道路や鉄道関連のプロジェクトからの中国企業の締め出しや中国製アプリの使用
禁止などを打ち出し，インド社会のなかにも広く中国製品に対するボイコット運
動が起こるなど，中国との経済関係が顕著に政治問題化した。上述した耕運機や
エアコン，さらに議論されている太陽光関連機器の関税引き上げについても，お
もに中国からの輸入が念頭におかれている。しかし，これらの産業のほかにも自
動車産業や医薬産業は多くの部品や原料，製品を中国から輸入している。また携
帯電話などの電子機器の輸入も多く，中国からの輸入を規制することによりイン
ド企業が受ける打撃も大きい。さらには，中国からの直接投資案件も目白押しで，
技術移転と雇用創出という観点からは，これらの輸入や直接投資を抑止すること
による影響も小さくない。
　したがって，2020年になって新型コロナ禍のなかで打ち出された「自立したイ
ンド」という考え方や中国との国境衝突は，一時的に保護主義的な傾向を強めた
ようにみえるものの，プロ・ビジネスな改革を進めるという2014年に政権を奪取
して以来のモディ政権による経済運営の方向性を大きく変えるものではないと考
えられる。すなわち，可能な範囲で自国企業重視，輸入依存の軽減を進めようと
いう保護主義的な政策の展開を包含しつつ，海外直接投資の受け入れについては
雇用創出や技術移転という観点から積極的に進める方向に変化はない。インドの
喫緊かつ重要な課題はやはり質の良い雇用の創出であろう。中国からの投資を警
戒しつつ海外直接投資を積極的に誘致し，製造業の振興を図る方向での努力に引
き続き取り組むものと考えられる。 （佐藤）

対 外 関 係

　国際関係では中国との国境未画定地域をめぐって 6月に軍事衝突が起こったこ
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とがインドの政策に大きな影響を及ぼした。中国と密接な関係にあるパキスタン
とは2019年の衝突以来，本格的な関係改善の動きはみられないままである。アメ
リカのトランプ政権とはイランやロシア関係および貿易をめぐって食い違いはあ
るが安定した関係を維持した。ロシアとの関係も良好に推移した。R・シン国防
大臣は対独戦戦勝記念日の軍事パレードでモスクワを訪問し， 6月23日には対空
ミサイル・システム S-400の早期引き渡しなど防衛協力の強化を要請している。
日本との戦略的関係も進展し 9 月 9 日に両国は，両国軍の軍事・兵站で緊密な協
調を可能にする「日・インド物品役務相互提供協定」（日印 ACSA）に署名した。

ラダック地域での領土紛争で緊張が高まった中国関係
　中国との関係は， 6 月にラダック地域で領土をめぐって犠牲者をだす大規模な
軍事衝突があり冷え込んだ。大規模な緊張は2017年 6 月に領土帰属があいまいな
インド，ブータン，中国の 3 国が接するドークラームでインド軍と中国軍が 2カ
月間にらみ合った時以来で（『アジア動向年報2018』参照），また死者がでたのは，
1975年10月にアルナーチャル・プラデーシュ州でインド軍兵士 4人が死亡した事
件以来である。両国を分ける境界線としては，西部のラダックやアクサイチン地
域の実効管理線（LAC），東部のインド・アルナーチャル・プラデーシュ州のマク
マホン・ライン（広義ではこれも LAC に含めることもある）があるが，いずれも
公式な国境線ではない。衝突の背景として両国とも境界が定まっていない LAC
沿いに道路など大規模なインフラ建設を戦略的に強化してきたことがある。たと
えばインド内務省は緊張が続く 6 月 3 日に中国の境界に沿ったインフラを改善す
るため中央政府事業で資金を10％増額することを決定している。
　両国間では紛争を回避するため1990年代から多くの合意，取り決めがなされて
きた。近年では2012年の「係争地における紛争を話し合いで回避するためのイン
ド・中国国境問題協議調整作業メカニズム」，2013年の「インド・中国間の境界
防衛協力合意」が取り決められており，紛争は対話で解決することが同意された。
にもかかわらず，両国の小規模な紛争はたびたび生じている。2020年は 5月 5日
に東ラダックで，同月 9 日にはシッキムのナク・ラ境界未確定地域で紛争が起こ
り，兵士数人が軽傷を負った。対立を解消するため， 6月 7日，12日と両国の軍
レベルの協議が行われ，さまざまな双務協定に従い国境地帯の状況を平穏に解決
し，両軍の引き上げが開始されつつあった。衝突はそのさなかに起こった。
　 6月15日には東ラダックのガルワーンで両軍の衝突が起こり，インド軍兵士20
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人が死亡した（中国の犠牲者数は不明）。両国間の取り決めで銃器が使用されな
かったことで，犠牲者数は紛争の規模に比して抑えられた。モディ首相は，イン
ドは「国土と自尊心をインチたりとも渡さない」と述べたが，一方で衝突拡大を
防ぐために協議も開始した。17日に行われた両国外務大臣 S・ジャイシャンカル
と王毅の間の対話で，問題を拡大しないことが合意された。18日には中国がイン
ド軍捕虜10人を解放した。23日にはインド軍は紛争を解決するため「相互のコン
センサス」に至ったと説明した。両軍は衝突地点から一定の距離に退いたものの
対峙は続いた。 9月13日にはモスクワでの上海協力機構の会合で両国外務大臣が
会談し 5ポイントの行動方針に同意し，また現地軍レベルの協議も続いているが，
小規模な紛争は散発的に続き，安全な地点までの両軍の撤退は実現していない。
　両国間の対立は経済面でも顕在化した。モディ政権は中国の経済的浸透に警戒
的であったが， 4月18日には中国の投資を制限する動きとして，インドと国境を
接する国々からの海外直接投資に政府承認を義務づけた。従来，パキスタンとバ
ングラデシュからの投資だけがそのような制限に直面したが，中国も適用対象と
なった。改正は明らかに中国企業の進出を警戒したものであり中国は反発した。
また政府は 6月28日に安全保障に関わるとして中国製の59アプリを禁止した。中
国製アプリの禁止は 7 月27日，11月24日にも追加発表された（「経済」参照）。
　中国は最大の貿易相手国のひとつでありインドも対立拡大は望んでいないが，
国境問題は緊張緩和の最大の障害となっている。

好転の兆しがみえないパキスタンとの関係
　パキスタンとの関係は，2019年 2 月にインドのジャンムー・カシミール（JK）
州プルワーマー県で起きたパキスタンのテロ組織によるテロ事件，その報復とし
てインドがパキスタンのバーラーコートに行った空爆，同年 8月のインド政府に
よる JK 州の特別な自治権を保証する憲法370条の無効化へのパキスタンの反発
など，一連の事件のため改善の兆しがみえない。
　2019年 2 月の事件後，インドはパキスタンへの最恵国待遇を無効とし，また，
パキスタン国境のパンジャーブ州ワーガー・アターリー国境，JK の実効支配線

（LoC）を通過する貿易を停止した。そのため両国間の貿易は大きなダメージを受
けた。経済関係の冷却化をもたらした両国間の国際関係は，改善に向かう兆候も
時折みせるが，基本的に低調のままである。
　両国は，サバクトビバッタによる蝗害へ対処するため国際連合食糧農業機関
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（FAO）が 3月11日に催したインド，パキスタン，アフガニスタン，イランの南西
アジア諸国のビデオ会議で接触があった。会議は参加国の間で情報交換を行うこ
とを合意した。また 3 月13日にモディ首相は新型コロナウイルスの脅威に対処す
るため南アジア地域協力連合（SAARC）のビデオ会議を提案し，パキスタンも応
じた。会合は15日に行われパキスタンも協力の必要性に同意した。これらの動き
は関係改善につながるものとして期待されたが，そうはならなかった。
　 6月23日にインドはパキスタンに対して，デリーおよびイスラマバードの両国
の高等弁務官事務所の人員を双方とも半減するように要請した。イスラマバード
でインド人スタッフが拘束されたことや，インド内でパキスタン高等弁務官事務
所スタッフがスパイ活動を行ったとして追放された事件がその背景にあった。 6
月末までには両国は人員を半減させた。
　パキスタンはパキスタン・アフガニスタン通過貿易合意の下， 7月15日から
ワーガー経由でアフガニスタンがインドへ品物を送ることを認めると発表し，関
係改善の糸口になるのではと期待された。しかし， 9月24日に行われた 2つのビ
デオ会議，SAARC 外相会議およびアジア信頼醸成措置会議で両国は，お互いに
名指しは避けたがカシミール問題やテロリズムをとりあげ非難の応酬となった。
また，JK でも散発的な衝突は続いており関係改善の障害となっている。10月 1
日には JK のクプワーラおよびプーンチ県の LoC 近辺でパキスタン軍から銃撃を
受けインド兵士 3人が死亡した。また11月13日にはカシミールの LoC で砲撃戦
があり，軍民あわせて11人が死亡している。インドは一連の衝突で「停戦違反」
とパキスタンを非難した。

良好なアメリカとの関係
　インドとアメリカの関係は良好に推移した。とはいえ両国の外交政策には対ロ
シアや対イランに関して大きな齟齬がある。たとえばインドにとってイランは石
油政策，中央アジアへの足がかりとして重要な位置を占める。しかしアメリカの
トランプ政権はイラン封じ込め政策をとり，インドはイランとアメリカとの板挟
みになった。アメリカは数々のテロを指揮したとされるイラン革命防衛隊司令官
カセム・ソレイマーニーを報復のため 1 月 3 日に爆殺したが，インド外務省はコ
メントを控えた。しかし，インド周辺国へ影響力を浸透させようとする中国への
対抗，両国間の戦略的相互依存の深化では，両国の利害関係は一致する。
　 2月24～25日にトランプ大統領が来訪したが，24日のアーメダバードでの「ナ
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マステ・トランプ」と題された華々しい歓迎式典の反面，成果は多くなかった。
25日にデリーで首脳会談が行われ，共同声明では，両国の関係を「包括的グロー
バル戦略的パートナーシップ」に格上げすること，インド，アメリカ，日本，
オーストラリアから成る 4 カ国（Quad）対話の重要性の確認，防衛協力の推進，
テロリズムとの戦いでの協力強化などが強調された。しかし懸案の貿易・関税交
渉に大きな進展はなかった。両国の戦略的関係は10月27日に国防，外務大臣間の
2プラス 2会合が行われるなど順調に推移した。会合では「地理空間協力のため
の基礎的な交換・協力協定」が締結され，両国は軍事目的に使える精密な地理空
間情報を共有することとなった。会合でアメリカはインドと中国の対立に関して
中国を批判した。11月 3 ～20日には Quad の 4 カ国海軍共同訓練マラバールがベ
ンガル湾を中心に行われている。 （近藤）

2021年の課題
　新型コロナ問題は，ワクチン接種が開始されたものの，ひきつづき慎重な対応
が求められる。コロナ後の政治において中央政府が喫緊に対応すべきは，経済再
建のため2021年度の予算をどのように組むか，農民による農業改革 3法廃止要求
にどう対応するかという問題である。CAA に対する反対運動が再び大規模に表
面化する可能性も考えられ，その場合は対処が求められる。現在 JK 連邦直轄領
の自治権運動，分離主義は力で押さえ込んでいるが紛争再燃の可能性もあり，警
戒を要する。
　経済については，プロ・ビジネスな方向での改革が着実に進むなかで，2020年
年末から政治問題化している農業関連の改革の行方がひとつの試金石となると考
えられる。またコロナ問題にもかかわらず今のところ堅調な外国投資の流入が持
続するのかどうかに加え， 4 月に予定されている新労働法典の施行や，いまだ解
決したとはいいがたい不良債権問題も注視する必要がある。中長期的には，雇用
創出と産業構造変化の動向が引き続き重要である。
　対外関係で喫緊の課題は中国との間の境界紛争を解決すること，そしてパキス
タンとの関係改善の糸口をみいだすことである。

（近藤：地域研究センター）
（佐藤：南山大学総合政策学部）
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1 月 1 日 ▼アッサム州やデリーなどで市民権
改正法（CAA）への反対運動広がる。

5 日 ▼デリーのネルー大学でマスクをした
暴徒が学生，教員を襲撃。犯人は未逮捕。

8 日 ▼ 中央政府，鉱山および鉱物（開発・
規則）法1957年，炭鉱（特別規定）法2015年を
改正する政令を承認。

▼商工業省，精製パーム油の輸入を制限。
カシミール問題等を批判するマレーシアから
の輸入が主たる対象。

10日 ▼ ジャンムー・カシミール（JK）州に
関して最高裁，基本権および自由な運動を制
限するすべての命令を見直すよう政府に命令。

▼世界貿易機関（WTO），インドによる対
米28品目の輸入関税引き上げ措置につきアメ
リカの要請を受け紛争処理小委員会を設置。

20日 ▼インド人民党（BJP）の新総裁として
J・P・ナッダが選出。

23日 ▼インド準備銀行（RBI），政府関連証
券における外国人投資家による短期投資の制
限を20％から30％に緩和するなど外資導入促
進措置。

27日 ▼内務省，アッサム州政府およびボー
ドーグループ，4県にまたがるボードーランド
領域県（BTAD）を再編・改名する協定に署名。

30日 ▼ケーララ州でインド最初の新型コロ
ナウイルス感染者確認。
2 月 1 日 ▼中国の武漢からインド人避難者第
1陣324人が特別機でデリーに到着。

▼2020/21年度連邦予算案発表。支出とし
て30.4兆ルピーを計上。100品目以上の輸入
関税の引き上げ措置を含む。

5 日 ▼ ウッタル・プラデーシュ（UP）州政
府，スンニー・ワクフ理事会へアヨーディ
ヤーの破壊される前のバブリ・モスクから
25km 離れた場所に 5エーカーの土地を配分。

内務省はラーマ生誕トラストの設置を告知。
6 日 ▼ RBI，政策金利5.15％を維持し，緩

和的スタンスを継続。
8 日 ▼スリランカ首相マヒンダ・ラージャ

パクサ来訪。インドへのローン返済，民族和
解，第13次スリランカ憲法改正などを協議。

11日 ▼デリー首都圏議会選挙開票，庶民党
大勝。16日に現職の A・ケジュリワルが引き
続き州首相に就任。

16日 ▼インドとロシア，兵器部品生産など
に関する14の覚書を締結。

24日 ▼トランプ米大統領来訪（～25日）。
▼デリー北東部で CAA の反対派と賛成派

や警察が衝突。コミュナル暴動の様相（～27
日）。数十人死亡。

28日 ▼メガラヤ州で CAA をめぐってカー
シー学生連盟と非部族民の間で衝突。
3 月10日 ▼ マディヤ・プラデーシュ（MP）州
で与党会議派から J・シンディア派の州議会
議員が離脱し BJP へ。会議派州政権崩壊。

11日 ▼サバクトビバッタによる蝗害に対処
するため国際連合食糧農業機関（FAO）の南西
アジア諸国ビデオ会議にインド参加。

14日 ▼物品・サービス税（GST）評議会，携
帯電話の税率を12％から18％に引き上げる一
方で，航空機の保守サービスに関わる税率を
12％から 5％に引き下げる等の変更。

18日 ▼ 株価指数 SENSEX，新型コロナの
世界的感染拡大を受けて， 3万をおよそ 3年
ぶりに割り込む。

19日 ▼商工業省，防護服やマスクなどの輸
出を禁止。

20日 ▼ MP 州で会議派のカマル・ナート州
首相辞任。23日に BJP の S・S・チョーハン
が州首相に就任。

▼ RBI，流動性確保のため国債購入を通じ

重要日誌 インド　2020年
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て1000億ルピーの資金を市場に注入。
▼資金流出に伴いルピー安。史上初めて 1

ドル＝75ルピーを超える。
24日 ▼ 新型コロナ感染拡大防止のためモ

ディ首相，全国的ロックダウン発表。
26日 ▼財務省，ロックダウンに伴う経済対

策として，貧困層への現金支給などを含む1.7
兆ルピーの支出を発表。

27日 ▼ RBI，経済対策として，政策金利を
5.15％から4.40％に引き下げ。
4 月14日 ▼モディ首相， 5 月 3 日までロック
ダウン延長を発表。

18日 ▼政府，国境を接する国からの投資を
事前認可制に。中国の投資を制限。

29日 ▼全国的ロックダウンが続くなか，内
務省は行き場を失った出稼ぎ労働者，学生な
どに対して州間移動のガイドラインを発表。
5 月 1 日 ▼政府， 5月17日までロックダウン
を延長。

5 日 ▼インドと中国， 5 日に東ラダックで，
9日にシッキムの未確定境界上で衝突。兵士
数人が軽傷。

7 日 ▼ アーンドラ・プラデーシュ（AP）州，
ヴィシャカパトナムで LG ポリマーズ・イン
ディア（LG Polymers India）のガス漏洩事故。
12人死亡。数千人避難。

12日 ▼モディ首相，ロックダウンに伴う経
済対策第 2弾として約20兆ルピーの支出を
「自立したインド」の構想とともに表明。財
務省，中小企業や貧困層に対する支援策など
の詳細を翌13日から17日にかけて発表。

15日 ▼ MP，UP，グジャラート，農産物取
引委員会（APMC）による農産物取引体制を改
革。中央政府財務大臣 N・シターラマン，州
間での農産物取引の自由化，契約農業を促進
する中央立法を行うことを発表。

17日 ▼政府， 5月31日までロックダウンを

延長。
20日 ▼ サイクロン「アムファン」，西ベン

ガル州とオディシャ州で猛威。

▼インド外務省，ネパールの新しい政治地
図にウッタラーカンド州の一部が含まれてい
ることに抗議。

22日 ▼ RBI，政策金利を4.40％から4.00％
に引き下げ。

27日 ▼トランプ米大統領，インドと中国が
管理ライン（LAC）での緊張を解決するのを支
援すると申し出。

30日 ▼政府，ロックダウンの緩和を発表。
感染が深刻な地域ではロックダウンを延長す
る一方で，ほかの地域では 6月 8日から段階
的に解除。
6 月 2 日 ▼ JK 行政府，新メディア政策を承
認。政府の検閲強化。

4 日 ▼中央政府，農業改革関連の 3つの政
令を公布。

▼モディ首相，オーストラリアのスコット・
モリソン首相とビデオ会議。両国の関係を「包
括的な戦略的パートナーシップ」へと格上げ。

7 日 ▼カシミールで，ヒズブル・ムジャヒ
ディンの指導者，戦闘員 5人が治安部隊との
遭遇戦で死亡。

15日 ▼ ラダックと中国を隔てる LAC のガ
ルワーン地域で軍事衝突。インド側20人死亡。
中国の犠牲者数は不明。17日，両国外務大臣
は会談で衝突を拡大させないと合意。

22日 ▼政府，中国などからの一部の鉄鋼製
品にアンチダンピング課税。

28日 ▼政府，中国製59アプリを禁止。さら
に 7 月27日に47アプリ，11月24日に43アプリ
を追加禁止。

30日 ▼モディ首相，首相の貧困福祉穀物事
業（PMGKAY）で行われる穀物の分配事業を
11月末日まで延長すると発表。
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7 月 6 日 ▼ インドと中国間で軍事衝突が起
こったラダックの LAC で両軍，後退開始。

12日 ▼ラージャスターン州会議派政権内で
権力抗争激化。14日，州会議派委員会，州副
首相サチン・パイロットを罷免。

13日 ▼米グーグル（Google），今後 5 ～ 7 年
でインドに約100億ドル投資予定と発表。

20日 ▼ 電子商取引の増加などを反映した
2019年消費者保護法が施行。

23日 ▼政府，中国との対立を背景に，政府
調達に関する2017年一般財政規則を改正。国
境を接する国からの入札を制限可能に。

29日 ▼フランスに発注したラファール戦闘
機，最初の 5機が到着。

▼ WTO，情報通信技術（ICT）製品に対す
るインドの関税引き上げ措置につき，台湾と
日本の要請を受け紛争処理小委員会を設置。

30日 ▼マニプル州でアッサム・ライフル部
隊 3人，過激派との戦闘で死亡。
8 月 1 日 ▼国家教育政策，教えるべき外国語
リストから標準中国語を削除。

3 日 ▼ タミル・ナードゥ（TN）州のアン
ナ・ドラヴィダ進歩連盟（AIADMK）州首相，
新しい国家教育政策の 3言語方式の受け入れ
を拒否。 2言語方式を維持と説明。

5 日 ▼ミゾラムから追放された Bru コミュ
ニティーを代表する 3つの組織，再定住に提
案された用地を拒絶。

6 日 ▼ RBI，政策金利を4.00％で据え置き。
9 日 ▼国防大臣，国防部品の国産化のため，

101部品の輸入停止を12月から行うと発表。
11日 ▼ 最高裁，2005年ヒンドゥー相続（修

正）法の施行以降，ヒンドゥー合同家族にお
ける女子の相続権は出生に基づくと判示。

13日 ▼ラージャスターン州首相 A・ゲーロ
ト（会議派），対立していたサチン・パイロッ
ト派と和解。政治的混乱が収拾。14日の信任

投票で信任。
15日 ▼アッサムの洪水悪化。 5月22日より

112人死亡。
16日 ▼元デリー高裁首席判事， 3月23日の

国会閉会後，政府は法案を非民主主義的な方
法で通していると批判。

22日 ▼ JK の 6政党，憲法370条の復活を
目指して共闘するグプカル宣言 II に署名。

25日 ▼中央の10労働センター，政府発表の
3 空港の民営化などに反対表明。

25日 ▼政府，マスクや防護服の輸出制限を
緩和。

29日 ▼ アッサム州の国民市民登録（NRC）
で市民証明できなかった191万人への拒否告
知，新型コロナ，洪水などで未発送。
9 月 1 日 ▼ 政府，第 1四半期（ 4～ 7月）の

GDP，対前年同期比で記録的な23.9％の減少
と発表。

4 日 ▼スリランカの東海岸沖を航行中の大
型石油タンカーの火災消火のため，インドと
スリランカの海軍艦艇が消火作業。

9 日 ▼ 日本とインド，「日・インド物品役
務相互提供協定」（日印 ACSA）に署名。

20日 ▼連邦議会下院を通過した農業改革関
連法案，上院で採決。投票用紙ではなく発声
での採決が不正であるとして野党抗議。22日
に野党ボイコットのなか，上院通過。

21日 ▼政府，原産地証明の手続をより厳し
くした規則を施行。

24日 ▼ 南アジア地域協力連合（SAARC）外
相会議およびアジア相互協力信頼醸成措置会
議のビデオ会議で印パ両国，非難の応酬。

26日 ▼農業改革関連法に反対しアカリー・
ダル，国民民主連合（NDA）から離脱。

27日 ▼農業改革関連法案を大統領，裁可。
パンジャーブ，ハリヤーナーなど各地で農民
が反対運動拡大。
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28日 ▼ 労働 3 法典（労使関係法典，社会保
障法典，職業安全衛生および労働条件法典）
を大統領裁可。前年に成立した賃金法典とあ
わせて，2021年 4 月施行を目指す。

29日 ▼ UP 州でレイプ被害者の被抑圧民
（ダリト）の少女死亡。

30日 ▼中央捜査局（CBI）による特別法廷，
1992年のバブリ・モスクの破壊事件に関して
BJP の L・K・アドヴァニー，カリヤン・シ
ンらを証拠不十分で不起訴。
10月 8 日 ▼中央政府の消費者問題・食糧・公
共配給大臣 R・V・パースワン（人民の力
［LJP］）死去。

9 日 ▼ RBI，政策金利4.00％で据え置き。
12日 ▼財務省，追加的な経済刺激策を発表。

政府による公共設備投資や国家公務員に対す
る無利子の祝祭用前貸しなどの措置を含む。

13日 ▼ JK 行政府，公安法の下で拘留され
ていた元州首相で人民民主党（PDP）党首メー
ブーバ・ムフティを14カ月ぶりに解放。

15日 ▼商工業省，国産化促進のため，冷媒
を利用したエアコンの輸入を禁止。

18日 ▼アッサムとミゾラムの州境で住民が
衝突。

20日 ▼パンジャーブ州，連邦による農業改
革関連 3法を無効化するための法案を可決。

26日 ▼ UP 州アラハバード高等裁判所，同
州での反牛屠殺法の乱用を非難。

27日 ▼中央政府，JK で州外人も土地（農地
を除く）を取得できる新法を制定。

▼インドとアメリカ，「地理空間協力のた
めの基礎的な交換・協力協定」を締結。

31日 ▼西ベンガル州議会選挙に向けてイン
ド共産党（マルクス主義）は会議派を含むすべ
ての世俗政党との協力によって BJP と草の
根会議派に対抗することを承認。
11月 3 日 ▼印，米，日，豪 4 カ国海軍共同訓

練マラバール，フェーズ I，II，開始。フェー
ズ II は20日終了。

5 日 ▼農業改革関連 3法と電気法改正案に
反対し18州の農民が抗議運動で道路封鎖。

9 日 ▼株価指数 SENSEX，米大統領選挙結
果を受けて高騰，4万2000を史上初めて超える。

10日 ▼ビハール州議会選挙開票。民族ジャ
ナター・ダル（RJD）が第 1党も，ジャナ
ター・ダル（統一派）（JD（U）），BJP の NDA
連合が多数派を形成。16日に現職のニティ
シュ・クマール（JD（U））が州首相に就任。

12日 ▼財務省，追加的な経済対策を発表。
雇用促進，経営難企業支援などを核とする約
2.65兆ルピーの支出。

13日 ▼カシミールの実効支配線（LoC）でパ
キスタンと砲撃戦。11人死亡。

24日 ▼ UP 州政府，不正な改宗を保釈無し
の罰則の対象とする政令を発令。

28日 ▼ 政 府， 第 2四半 期（ 7～ 9月）の
GDP が対前年同期比で7.5％の減少と発表。
12月 4 日 ▼インド洋東部でインドとロシア海
軍合同演習（～ 5日）。

▼ RBI，政策金利を4.00％で据え置き。
9 日 ▼カルナータカ州議会でカルナータカ

家畜屠殺禁止・保護法通過。
10日 ▼ 西ベンガル州を遊説に訪れた BJP

総裁ナッダ一行に暴力的反発。
12日 ▼中央政府と西ベンガル州，インド警

察職（IPS）3人の中央政府への配属をめぐって
対立。17日，州政府は中央政府の要求を拒否。

22日 ▼インドと日本の国防担当大臣，電話
会談。

29日 ▼ MP 州政府，不正手段での改宗を禁
じる政令を承認。

30日 ▼農業改革関連 3法に抗議する農民と
連邦大臣が会合。藁の野焼きの容認，電力補
助金の維持に関して合意。
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　 1 　国家機構図（2020年12月末現在）
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　 2 　連邦政府主要人名簿
（2020年12月末現在）

大統領 Ram Nath Kovind
副大統領 Venkaiah Naidu
法務総裁 K. K. Venugopal

議会
上院議長 Venkaiah Naidu
下院議長 Om Birla

司法
最高裁長官 Sharad Arvind Bobde

国軍
陸軍参謀長 Manoj Mukund Naravane
海軍参謀長   Karambir Singh
空軍参謀長 Rakesh Kumar Singh Bhadauria
国防長官 Bipin Rawat

その他主要政府機関
中央捜査局長 Rishi Kumar Shukla
中央情報委員会委員長 Y. K. Sinha
中央汚職取締委員会委員長 Sanjay Kothari
会計検査院院長 Girish Chandra Murmu
選挙管理委員会委員長 Sunil Arora
国家少数派委員会委員長 空席
国家指定カースト委員会委員長 空席
国家指定部族委員会委員長 空席
国家後進階級委員会委員長 Bhagwan Lal Sahni
国家女性委員会委員長 Rekha Sharma
国家人権委員会委員長 空席
主席科学顧問官 Krishnasamy Vijay Raghavan
政策委員会委員長 Narendra Modi （首相）
通信規制委員会委員長 P. D. Vaghela
第15次財政委員会委員長 Nand Kishore Singh
連邦人事委員会委員長 Pradeep Kumar Joshi

インド固有番号制度機関委員長 空席
保険規制開発機関委員長
 Subhash Chandra Khuntia
国家災害管理機関委員長
 Narendra Modi （首相）
科学産業研究評議会議長
 Narendra Modi （首相）
国家医療委員会議長 Suresh Chandra Sharma
大学補助金委員会委員長 Dhirendra Pal Singh

　 3 　国民民主連合閣僚名簿
（2020年12月末現在）

首相，人事・苦情処理・年金，原子力，宇宙，
その他 Narendra Modi （BJP）

閣内（内閣）大臣
国防 Raj Nath Singh （BJP）
内務 Amit Shah （BJP）
陸上運輸・幹線道路，零細・中小企業
 Nitin Jairam Gadkari （BJP）
化学・肥料 D.V. Sadananda Gowda （BJP）
財務，企業問題 Nirmala Sitharaman （BJP）
農業・農民福祉，農村開発，パンチャーヤト
制度，食品加工業
 Narendra Singh Tomar （BJP）
司法・公正，通信，エレクトロニクス・情報
技術 Ravi Shankar Prasad （BJP）
社会正義・エンパワーメント
 Thaawar Chand Gehlot （BJP）
外務 Subrahmanyam Jaishankar （BJP）
教育 Ramesh Pokhriyal 'Nishank' （BJP）
部族問題 Arjun Munda （BJP）
女性・児童開発，繊維
 Smriti Zubin Irani （BJP）
保健・家族福祉，科学技術，地球科学
 Harsh Vardhan （BJP）
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保健・家族福祉
 Ashwini Kumar Choubey （BJP）
議会問題，重工業・公企業
 Arjun Ram Meghwal （BJP）
陸上運輸・幹線道路 V. K. Singh （BJP）
社会正義・エンパワーメント
 Krishan Pal （BJP）
消費者問題・食糧・公共配給
 Danve Raosaheb Dadarao （BJP）
内務 G. Kishan Reddy （BJP）
農業・農民福祉 Parshottam Rupala （BJP）
社会正義・エンパワーメント
 Ramdas Athawale （RPI（A））
農村開発 Sadhvi Niranjan Jyoti （BJP）
環境・森林・気候変動 Babul Supriyo （BJP）
畜産・酪農・漁業
 Sanjeev Kumar Balyan （BJP）
教育，通信，エレクトロニクス・情報技術
 Dhotre Sanjay Shamrao （BJP）
財務，企業問題 Anurag Singh Thakur （BJP）
内務 Nityanand Rai （BJP）
水力，社会正義・エンパワーメント
 Rattan Lal Kataria （BJP）
外務，議会問題 V. Muraleedharan （BJP）
部族問題 Renuka Singh Saruta （BJP）
商工業 Som Parkash （BJP）
食品加工業 Rameswar Teli （BJP）
零細・中小企業，畜産・酪農・漁業
 Pratap Chandra Sarangi （BJP）
農業・農民福祉 Kailash Choudhary （BJP）
女性・児童開発 Debasree Chaudhuri （BJP）

（注） カッコ内政党名略号。BJP：インド人民党，
RPI（A）：インド共和党（アトヴァレ派）。

（出所）政府発表の閣僚名簿（https://www.india.
gov.in/my-government/whos-who/council-
ministers）およびその他各省庁のウェブサイ
トなどから筆者作成。

環境・森林・気候変動，情報・放送，重工
業・公企業 Prakash Javadekar （BJP）
鉄道，商工業，消費者問題・食糧・公共配給
 Piyush Goyal （BJP）
石油・天然ガス，鉄鋼
 Dharmendra Pradhan （BJP）
少数派問題 Mukhtar Abbas Naqvi （BJP）
議会問題，石炭，鉱業 Pralhad Joshi （BJP）
技能開発・企業家
 Mahendra Nath Pandey （BJP）
畜産・酪農・漁業 Giriraj Singh （BJP）
水力 Gajendra Singh Shekhawat （BJP）

国務大臣 （単独で主管）
労働・雇用 Santosh Kumar Gangwar （BJP）
統計・事業実施，計画
 Rao Inderjit Singh （BJP）
アーユルベーダ・ヨガおよび伝統療法
 Shripad Yesso Naik （BJP）
北東地域開発 Jitendra Singh （BJP）
青年問題・スポーツ Kiren Rijiju （BJP）
文化，観光 Prahalad Singh Patel （BJP）
電力，新エネルギー・再生エネルギー
 Raj Kumar Singh （BJP）
住宅・都市問題，民間航空
 Hardeep Singh Puri （BJP）
船舶 Mansukh L. Mandaviya （BJP）

国務大臣
国防 Shripad Yesso Naik （BJP）
首相府，人事・苦情処理・年金，原子力，宇
宙 Jitendra Singh （BJP）
少数派問題 Kiren Rijiju （BJP）
技能開発・企業家 Raj Kumar Singh （BJP）
商工業 Hardeep Singh Puri （BJP）
化学・肥料 Mansukh L. Mandaviya （BJP）
鉄鋼 Faggansingh Kulaste （BJP）
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　 1 　基礎統計�
2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20 2020/21

人 口（年度央値，100万人） 1,283 1,299 1,314 1,327 1,341 1,355 
出 生 率（1000人当たり）1） 20.8 20.4 20.2 20.0 － －
食 糧 穀 物 生 産（100万トン） 251.5 275.1 285.0 285.2 297.5 303.33）

消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 4.9 4.5 3.6 3.4 4.8 6.64）

為替レート（ 1ドル =ルピー）2） 65.46 67.09 64.45 69.68 70.88 74.63 
（注）　 1）暦年。 2）年度平均値。2020/21は 4 ～12月の平均値。 3 ）2 次予測値。 4）4～12月の平均に

対する値。なお12月は暫定値。
（出所）　人口は Ministry of Statistics and Programme Implementation（MOSPI）, National Accounts Statistics 

2020, および Press Note on Second Advance Estimates of National Income 2020-21,  出生率は Ministry of 
Finance, Economic Survey 2017-18, 2019-20, 2020-21, 食糧穀物生産は Ministry of Agriculture and Farmers 
Welfare, First Advance Estimate of Production of Foodgrain for 2020-21，消費者物価上昇率は Ministry of 
Finance, Economic Survey 2020-21，為替は RBI のウェブサイト・データより作成。

　 2 　生産・物価指数
2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20 2020/21

鉱 工 業 生 産 指 数（2011/12=100） 114.7 120.0 125.3 130.1 129.0 108.33）

農 業 生 産 指 数（2007/08=100） 120.8 132.8 139.4 136.9 142.44） -
卸 売 物 価 指 数（2011/12=100） 109.7 111.6 114.9 119.8 121.8 121.65）

消 費 者 物 価 指 数（2001=100）1） 265.0 275.9 284.4 299.9 322.5 333.06）

消 費 者 物 価 指 数（2012=100）2） 124.7 130.3 135.0 139.6 146.3 154.97）

（注）　 1）産業労働者についての総合指数。 2）都市部と農村部の統合指数。 3）4～11月。11月は暫定
値。 4）暫定値。 5）4～12月。11月、12月は暫定値。 6）4～ 8月。 9月以降は2016＝100に Base 
Year を変更するなどした新シリーズとなっているため今回は含めず。 7）4～12月。12月は暫定値。

（出所）　鉱工業生産指数は Ministry of Finance, Economic Survey 2020-21 および MOSPI, Press Note on 
Quick Estimates of Index of Industrial Production and Usebased Index for the Month of November, 2020, 農業
生産指数 , 卸売物価指数，消費者物価指数（産業労働者）、消費者物価指数（総合指数）は Ministry of 
Finance, Economic Survey 2020-21 より作成。

　 3 　支出別国民総所得（名目価格）� （単位：1,000万ルピー）
2015/16 2016/17 2017/181） 2018/192） 2019/203） 2020/214）

民 間 最 終 消 費 支 出 8,126,408 9,126,533 10,036,153 11,222,072 12,309,019 11,565,629
政 府 最 終 消 費 支 出 1,436,171 1,586,658 1,840,119 2,037,627 2,285,016 2,468,014
総 資 本 形 成 4,422,659 4,918,077 5,791,573 6,172,623 6551251 －
総 固 定 資 本 形 成 3,957,092 4,338,671 4,815,600 5,512,930 5,851,313 5,229,676
在 庫 変 動 262,477 138,083 237,581 313,013 194,441 192,749
貴 重 品 203,506 167,326 241,685 226,095 194,700 144,020

財貨・サービス輸出 2,728,647 2,948,772 3,211,521 3,766,294 3,750,567 3,540,509
財貨・サービス輸入 3,044,923 3,220,591 3,751,389 4,468,166 4,265,040 3,602,541
国 内 総 生 産（GDP） 13,771,874 15,391,669 17,090,042 18,886,957 20,351,013 19,586,161
海外からの純受取所得 -159,779 -176,400 -184,813 -202,324 -193,114 —
国 民 総 所 得（GNI） 13,612,095 15,215,268 16,905,230 18,684,632 20,157,899 19,401,838
（注）　 1）3次改定値。 2）2次改定値。 3）1次改定値。 4）2次予測値。
（出所）　MOSPI, Press Note on First Revised Estimates of National Income,Consumption Expenditure, Saving 

and Capital Formation for 2019-20, および Press Note on Second Advance Estimates of National Income 
2020-21 より作成。

　 4 　産業別国内総生産（実質：2011/12年度価格）5）� （単位：1,000万ルピー）
2015/16 2016/17 2017/181） 2018/192） 2019/203） 2020/214）

農 林 水 産 業 1,616,146 1,726,004 1,840,023 1,887,145 1,968,571 2,028,288
鉱 業 317,974 349,248 329,612 330,521 322,116 292,336
製 造 業 1,903,850 2,054,764 2,209,428 2,326,067 2,269,424 2,079,538
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 な ど 224,158 246,496 272,650 294,448 300,532 306,048
建 設 業 865,335 916,445 964,306 1,025,446 1,035,534 928,988
卸売・小売業，宿泊・飲食サービス業 1,261,426 1,389,322 1,568,175 1,706,849 1,827,508 2,213,570運 輸 ・ 倉 庫 業 ， 通 信 業 731,399 757,056 800,245 830,571 872,289
金 融 ・ 保 険 業 672,788 695,983 728,670 763,153 794,744 2,875,751不 動 産 ， 専 門 サ ー ビ ス 業 1,621,999 1,796,983 1,808,521 1,955,632 2,121,765
公 務 ・ 国 防 565,106 614,238 676,507 722,248 774,359 1,686,977そ の 他 の サ ー ビ ス 711,691 781,744 836,035 902,084 984,628
国 内 総 生 産（GDP） 11,369,493 12,308,193 13,144,582 14,003,316 14,569,268 13,408,882
G D P 成 長 率（％） 8.0 8.3 6.8 6.5 4.0 -8.0
（注）　 1）3次改定値。 2）2次改定値。 3）1次改定値。 4）2次予測値。 5）基本価格表示の粗付加価

値（GVA）。
（出所）　MOSPI, Press Note on First Revised Estimates of National Income,Consumption Expenditure, Saving 

and Capital Formation for 2019-20, および Press Note on Second Advance Estimates of National Income 
2020-21 より作成。
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　 5 　国際収支� （単位：100万ドル）
2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/201） 2020/212）

経 常 収 支 -22,151 -14,417 -48,717 -57,256 -24,656 34,718
貿 易 収 支 -130,079 -112,442 -160,036 -180,283 -157,506 -25,552
サ ー ビ ス 収 支 69,676 68,345 77,562 81,941 84,922 41,674
所 得 収 支 -24,375 -26,302 -28,681 -28,861 -27,281 -16,787
移 転 収 支 62,627 55,983 62,438 69,946 75,208 35,384

資 本 移 転 等 ・ 金 融 収 支 41,128 36,447 91,390 54,403 83,180 16,473
直 接 投 資 36,021 35,612 30,286 30,712 43,013 23,783
証 券 投 資 -4,130 7,612 22,115 -618 1,403 7,639
そ の 他 投 資 9,237 -6,777 38,989 24,309 38,764 -14,949

誤 差 脱 漏 -1,073 -480 902 -486 974 224
総 合 収 支 17,905 21,550 43,574 -3,339 59,498 51,415
外貨準備資産増減（増－，減＋） -17,905 -21,550 -43,574 3,339 -59,498 -51,415
（注）　 1）暫定値。 2）4～ 9月の予測値。
（出所）　RBI, Handbook of Statistics on Indian Economy 2019-20，および RBI, Press Release （Development 

of India's Balance of Payments during the Second Quarter of 2020-21, 30/Dec/2020）より作成。

　 6 　国・地域別貿易� （単位：100万ドル）
2018/19 2019/20 2020/21（4～11月）5）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ヨ ー ロ ッ パ 64,344 79,350 60,520 71,489 31,992 32,653
E U1） 57,172 58,425 44,991 45,041 23,872 22,946
欧 州 自 由 貿 易 連 合 加 盟 国2） 1,534 18,466 1,636 17,542 1,098 6,183
そ の 他3） 5,637 2,459 13,893 8,906 7,022 3,524

C I S 諸 国 3,467 9,443 4,192 11,917 2,459 5,396
ア ジ ア ・ A S E A N 161,209 318,755 146,624 292,283 81,303 138,369

A S E A N 37,474 59,321 31,547 55,370 19,047 26,417
北 東 ア ジ ア 41,979 122,426 38,651 114,347 26,450 63,941
中 国 16,752 70,320 16,613 65,261 13,639 38,818
日 本 4,862 12,773 4,520 12,435 2,540 6,144

南 ア ジ ア 25,349 4,363 21,941 3,836 11,697 1,889
そ の 他 56,407 132,645 54,485 118,731 24,109 46,122

ア フ リ カ 28,541 41,115 28,991 37,693 16,485 15,071
ア メ リ カ 68,840 65,189 69,623 61,072 41,016 27,327
北 米 59,099 44,642 59,564 43,997 35,031 19,800
ア メ リ カ 52,406 35,549 53,089 35,820 31,320 16,305

ラ テ ン ア メ リ カ 9,741 20,547 10,059 17,075 5,985 7,527
合 計4） 330,078 514,078 313,361 474,709 174,043 218,874
（注）　 1）2019/20以降はイギリスを含まない27カ国。 2）アイスランド，ノルウェー，スイス，リヒテン

シュタイン。 3）2019/20以降はイギリスを含む。 4）非特定地域（unspecified region）を含む。 5）暫定値。
（出所）　Ministry of Commerce and Industry のウェブサイト・データより作成。

　 7 　中央政府財政� （単位：1,000万ルピー）

2017/18 2018/19 2019/20 2020/21
（概算値）

2020/21
（改定値）

2021/22
（概算値）

歳入� （1）＝（2）＋（5） 2,141,975 2,315,113 2,686,330 3,042,230 3,450,305 3,483,236 
経常歳入� （2）＝（3）＋（4） 1,435,233 1,552,916 1,684,059 2,020,926 1,555,153 1,788,424 
税収� （3） 1,242,488 1,317,211 1,356,902 1,635,909 1,344,501 1,545,396 
非税収� （4） 192,745 235,705 327,157 385,017 210,652 243,028 

資本収入� （5）＝（6）+（7）＋（8） 706,742 762,197 1,002,271 1,021,304 1,895,152 1,694,812 
貸付回収� （6） 15,633 18,052 18,316 14,967 14,497 13,000 
その他収入� （7） 100,045 94,727 50,302 210,000 32,000 175,000 
借入など� （8） 591,064 649,418 933,651 796,337 1,848,655 1,506,812 

歳出� （9）＝（10）＋（11） 2,141,975 2,315,113 2,686,330 3,042,230 3,450,305 3,483,236 
経常支出� （10） 1,878,835 2,007,399 2,350,604 2,650,145 3,011,142 2,929,000 
資本支出� （11） 263,140 307,714 335,726 412,085 439,163 554,236 

財政収支�（12）＝（2）＋（6）＋（7）－（9） -591,064 -649,418 -933,651 -796,337 -1,848,655 -1,506,812 
（出所）　Ministry of Finance, Union Budget 2019-20, 2020-21，および 2021-22 より作成。


